注記

１　重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

原則として取得原価により計上しています。ただし、道路及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なもの及び無償で移管を受けたものは備忘価額１円としています。なお、行政サービス提供能力が著しく減少した場合等は、相当の減額を行った後の価額で計上しています。また、物品（図書館資料を除く。）は、「吹田市物品分類基準」に基づき、取得価額が100万円以上の場合に計上しています。
（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

ア　市場価格のある有価証券等

財務書類作成基準日における時価により計上しています。

イ　市場価格がない有価証券等

取得原価により計上しています。ただし、実質価額が著しく低下したものについては、相当の減額を行った後の価額で計上しています。
（３）有形固定資産等の減価償却の方法

「吹田市固定資産取扱要領」、「リース取引に関する会計基準」及び「吹田市物品分類基準」に定める耐用年数に基づき、定額法により算定しています。
（４）引当金の計上基準及び算定方法

ア　徴収不能引当金

長期延滞債権、未収金、貸付金及び基金貸付金の徴収不能又は回収不能に備えるため、徴収不能見込額又は回収不能見込額を計上しています。

イ　賞与等引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額等のうち、財務諸表作成基準日において発生していると認められる金額を計上しています。

ウ　退職手当引当金

職員に対する退職手当の支給に備えるため、財務諸表作成基準日において在職する職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。
（５）リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
（６）資金収支計算書における資金の範囲

地方自治法第235条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。
（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

ア　会計間の相殺消去

会計間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去した金額で表示しています。

イ　消費税及び地方消費税の会計処理

税込方式によっています。
２　偶発債務

（１）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
	項目
	訴訟内容（令和6年3月31日現在）

	損害賠償請求事件
	市立小学校在学当時に同級生らからいじめ被害を受けていたとして、いじめ防止義務違反等に基づき原告らのうち1名に3,000,000円及びこれに対する年3分の割合による金員の支払いを求めるとともに、いじめに苦しむ様子を見てつらい思いをしたこと及び本市のいじめ対応につらい思いをしたとして、原告らのうち2名に1,000,000円及びこれに対する年3分の割合による金員の支払いを求める訴え

	損害賠償請求事件
	平成30年度に原告の上司らが行った原告の人事評価等が違法であり、本市は使用者責任及び国家賠償法第１条に基づく賠償責任を負うとして、本市ほか2名に対して、連帯して4,950,000円及びこれに対する年3分の割合による金員の支払いを求める訴え


３　追加情報

（１）対象範囲（対象とする会計名）

一般会計、部落有財産特別会計、勤労者福祉共済特別会計、公共用地先行取得特別会計、
病院事業債管理特別会計、母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計
（２）一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異

一般会計等は、普通会計の対象範囲に加えて、介護サービス事業を対象としています。
（３）地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納整理期間（令和6年4月１日～令6年5月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
（４）各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため合計等の金額が一致しない場合があります。
（５）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

	実質赤字比率
	連結実質赤字比率
	実質公債費比率
	将来負担比率

	－ 
	－ 
	0.2
	－ 


（６）繰越事業に係る将来の支出予定額

	区分
	金額

	繰越明許費
	9,654,554千円

	一般会計
	9,375,729千円

	公共用地先行取得特別会計
	278,825千円

	合計
	9,654,554千円


（７）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲

　　ア　範囲
令和6年度予算において、財産収入として措置されている公共資産
　　イ　内訳
　　　事業用資産（土地）　1千円
　　　令和5年1月1日時点における売却可能価額を記載しています。売却可能価額は、路線価に基づく評価方法によっています。
（８）基金借入金（繰替運用）の内容
	借入先
	期間
	繰替使用額

	財政調整基金
	令和5年5月2日～令和5年5月29日
	500,000千円

	財政調整基金
	令和5年5月10日～令和5年5月29日
	600,000千円

	財政調整基金
	令和5年5月19日～令和5年5月29日
	900,000千円

	財政調整基金
	令和6年2月29日～令和6年3月26日
	1,700,000千円

	財政調整基金
	令和6年3月19日～令和6年3月26日
	800,000千円


（９）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額
47,169,774千円
（10）将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）

将来負担額                                            110,729,654千円
［内訳］地方債残高                                     76,006,169千円
　　　　　　　　債務負担行為支出予定額                          2,211,737千円
　　　　　　　　公営事業地方債負担見込額                       13,012,836千円
　　　　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額                          0千円
　　　　退職手当負担見込額                             15,860,172千円
　　　　　　　　第三セクター等債務負担見込額                    3,638,740千円
　　　　　　　　連結実質赤字額                                          0千円
　　　　一部事務組合等実質赤字負担額                            0千円
基金等将来負担軽減資産                                129,957,529千円
［内訳］地方債償還額等充当可能基金残高                 37,801,961千円
　　　　　　　　地方債償還額等充当可能特定歳入見込額           30,346,124千円
　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　 61,809,444千円
（差引）将来負担すべき実質的な負債                   △19,227,875千円
（11）地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

　　　588,778千円
（12）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいい、流動資産（短期貸付金及び基金を除く）から負債を控除した額を計上しています。
（13）基礎的財政収支
　業務活動収支（支払利息支出を除く。）          8,824,278千円

　投資活動収支


　　　   △11,696,476千円

基礎的財政収支



  △2,872,198千円
（14）既存の決算情報との関連性

ア　地方自治法第233条の規定に基づく決算情報との関連性

ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識しています。
イ　吹田市新公会計制度の財務諸表との関連性
吹田市新公会計制度による財務諸表と次の内容が異なります。

	区分
	総務省が示す統一的な基準による財務書類
	吹田市新公会計制度の財務諸表

	作成の単位
	一般会計及び公営事業会計以外の特別会計（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２条第１号に規定する「一般会計等」）を「一般会計等財務書類」として作成するため、吹田市新公会計制度の「各会計合算財務諸表」のうち、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の各事業は含めない。それらは、水道事業及び下水道事業と合わせて「全体財務書類」に含む。
	一般会計及び吹田市特別会計条例に規定する特別会計それぞれについて作成し、それらを合算したものを「各会計合算財務諸表」として作成（歳入歳出決算の範囲と同じ）



	有形固定資産計上基準
	取得原価が判明しているものは原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価。ただし、道路、河川及び水路の敷地については、昭和59年度以前に取得したもの、取得原価が不明なもの、無償で移管を受けたものは原則として備忘価額１円。
	原則として取得原価。ただし、交換、受贈等により取得した資産は公正な評価額。

	市税収入等の表示区分
	純資産変動計算書に「財源」として表示
	行政コスト計算書の「経常収支の部」に表示

	出資金の減損
	実質価額等が資産価額に比べ３０％以上低下した場合に実施
	実質価額等が資産価額に比べ５０％以上低下した場合に実施

	公園に係る資産の区分
	インフラ資産に区分
	事業用資産に区分

	負債勘定
	投資損失引当金、損失補償等引当金は計上する
	投資損失引当金、損失補償等引当金は計上しない

	貸借対照表の表示
	固定性配列法による
	流動性配列法による


（15）資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

	資金収支計算書の業務活動収支

減価償却費

徴収不能引当金の増減額

退職手当引当金の増減額

賞与引当金の増減額

未収金の増減額

固定資産除売却損益

資本的国県等補助金等

その他の資産・負債の増減額

純資産変動計算書の本年度差額
	8,336,080千円

△10,475,639千円

29,571千円

△548,876千円

△76,702千円

△41,308千円

△42,006千円

2,155,823千円

899,701千円
236,645千円
	


（16）一時借入金の状況
一時借入金の借り入れはありません。なお、一時借入金の限度額は10,000,000千円です。
（17）重要な非資金取引
	道路に係る土地及び工作物の寄附取得
	861,262千円


（18）その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

ア　固定資産の減損の状況
減損の兆候があるもの（ただし減損を認識したものを除く）
事業用資産（行政財産）
	用途
	種別
	場所
	帳簿価格
（円）
	減損兆候の概要
	複数の固定資産を一体として行政サービスを提供するものと認めた理由
	減損を認識しない根拠

	市役所本庁舎　職員会館
	建物
	吹田市泉町１丁目3-40
	1
	利用実績の低下（年間利用コマ数10%）
	-
	使用を継続

	内本町コミュニティセンター
	建物
	吹田市内本町２丁目2-12
	193,292,836
	利用実績の低下（年間利用コマ数49%）
	-
	使用を継続

	亥の子谷コミュニティセンター
	建物
	吹田市山田西１丁目26-20
	523,408,307
	利用実績の低下（年間利用コマ数48%）
	-
	使用を継続

	千一コミュニティセンター
	建物
	吹田市原町２丁目12-2
	51,717,021
	利用実績の低下（年間利用コマ数47%）
	-
	使用を継続

	佐竹台市民ホール
	建物
	吹田市佐竹台２丁目5-1
	88,098,747
	利用実績の低下（年間利用コマ数36%）
	-
	使用を継続

	高野台市民ホール
	建物
	吹田市高野台１丁目6-1
	83,168,905
	利用実績の低下（年間利用コマ数30%）
	-
	使用を継続

	津雲台市民ホール
	建物
	吹田市津雲台４丁目1-1
	83,707,828
	利用実績の低下（年間利用コマ数23%）
	-
	使用を継続

	桃山台市民ホール
	建物
	吹田市桃山台２丁目5-5
	1
	利用実績の低下（年間利用コマ数23%）
	-
	使用を継続

	竹見台市民ホール
	建物
	吹田市竹見台３丁目5-3
	27,877,379
	利用実績の低下（年間利用コマ数33%）
	-
	使用を継続

	藤白台市民ホール
	建物
	吹田市藤白台２丁目9-1
	112,655,578
	利用実績の低下（年間利用コマ数21%）
	-
	使用を継続

	北千里市民プール
	建物
	吹田市藤白台５丁目5-2
	50,799,729
	利用実績の低下（年間利用者数16%）
	-
	使用を継続

	千里丘児童会館
	建物
	吹田市千里丘上26-19
	8,677,154
	利用実績の低下（年間利用者数40%）
	-
	使用を継続

	南吹田児童センター
	建物
	吹田市南吹田５丁目21-27
	22,442,748
	利用実績の低下（年間利用者数44%）
	-
	使用を継続

	原町児童センター
	建物
	吹田市原町４丁目26-8
	4,831,998
	利用実績の低下（年間利用者数41%）
	-
	使用を継続

	山田西児童センター
	建物
	吹田市山田西１丁目5-1
	70,385,051
	利用実績の低下（年間利用者数31%）
	-
	使用を継続

	寿町児童センター
	建物
	吹田市寿町２丁目8-16
	51,338,675
	利用実績の低下（年間利用者数36%）
	-
	使用を継続

	吹田第三幼稚園
	建物
	吹田市高城町18-39
	6,625,799
	利用実績の低下（在園児数19%）
	-
	使用を継続

	東佐井寺幼稚園
	建物
	吹田市五月が丘西4-1
	10,638,063
	利用実績の低下（在園児数21%）
	-
	使用を継続

	片山幼稚園
	建物
	吹田市朝日が丘町16-1
	8,717,820
	利用実績の低下（在園児数25%）
	-
	使用を継続

	東山田幼稚園
	建物
	吹田市青葉丘南15-10
	7,824,492
	利用実績の低下（在園児数32%）
	-
	使用を継続

	事業課業務グループ庁舎
	建物
	吹田市川岸町20-1
	30,953,542
	利用実績の低下

（庁舎として利用している床面積42％）
	一体として施設としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	4
	
	
	

	阪急山田駅前南自転車駐車場
	建物
	吹田市山田西４丁目1-25
	56,733,686
	利用実績の低下（利用台数33％）
	-
	使用を継続

	花とみどりの情報センター
	建物
	吹田市津雲台１丁目2-1
	46,726,679
	利用実績の低下（年間利用者数46%）
	-
	使用を継続

	吹田第一小学校
	建物
	吹田市元町30-35
	377,705,084
	利用実績の低下（在学児童数38％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	133,969,398
	
	
	

	吹田第二小学校
	建物
	吹田市泉町３丁目15-18
	239,494,641
	利用実績の低下（在学児童数41％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	150,411,118
	
	
	

	吹田東小学校
	建物
	吹田市幸町20-1
	521,124,432
	利用実績の低下（在学児童数35％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	100,592,045
	
	
	

	吹田第六小学校
	建物
	吹田市南清和園町43-1
	156,397,607
	利用実績の低下（在学児童数38％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	75,959,886
	
	
	

	佐井寺小学校
	建物
	吹田市佐井寺３丁目3-1
	714,708,090
	利用実績の低下（在学児童数44％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	93,473,785
	
	
	

	東佐井寺小学校
	建物
	吹田市五月が丘西4-1
	462,063,074
	利用実績の低下（在学児童数34％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	97,287,748
	
	
	

	岸部第一小学校
	建物
	吹田市岸部中２丁目19-1
	489,193,441
	利用実績の低下（在学児童数18％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	134,198,668
	
	
	

	岸部第二小学校
	建物
	吹田市岸部北４丁目12-1
	948,312,331
	利用実績の低下（在学児童数39％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	213,236,687
	
	
	

	豊津第二小学校
	建物
	吹田市江坂町２丁目5-1
	452,919,369
	利用実績の低下（在学児童数37％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	133,480,989
	
	
	

	山手小学校
	建物
	吹田市山手町2丁目15-43
	556,120,553
	利用実績の低下(在学児童数48%)
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	155,960,337
	
	
	

	山田第三小学校
	建物
	吹田市山田西１丁目4-1
	179,755,599
	利用実績の低下（在学児童数23％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	68,810,797
	
	
	

	山田第五小学校
	建物
	吹田市山田西１丁目6-1
	565,427,175
	利用実績の低下（在学児童数22％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	95,645,966
	
	
	

	西山田小学校
	建物
	吹田市山田西２丁目10-1
	422,767,696
	利用実績の低下（在学児童数32％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	106,416,020
	
	
	

	北山田小学校
	建物
	吹田市山田北1-1
	486,362,908
	利用実績の低下（在学児童数33％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	101,209,211
	
	
	

	高野台小学校
	建物
	吹田市高野台２丁目16-1
	251,782,588
	利用実績の低下（在学児童数38％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	98,324,043
	
	
	

	青山台小学校
	建物
	吹田市青山台２丁目5-1
	89,555,782
	利用実績の低下（在学児童数26％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	66,285,004
	
	
	

	千里たけみ小学校
	建物
	吹田市竹見台３丁目3-1
	66,867,028
	利用実績の低下（在学児童数34％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	73,038,809
	
	
	

	第二中学校
	建物
	吹田市岸部北１丁目21-1
	712,578,325
	利用実績の低下（在学児童数24％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	138,204,688
	
	
	

	第三中学校
	建物
	吹田市中の島町3-51
	318,709,334
	利用実績の低下（在学児童数43％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	114,638,829
	
	
	

	第五中学校
	建物
	吹田市幸町21-1
	521,451,749
	利用実績の低下（在学児童数39％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	90,809,980
	
	
	

	佐井寺中学校
	建物
	吹田市五月が丘南5-1
	642,459,818
	利用実績の低下(在学児童数49%)
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	111,876,599
	
	
	

	南千里中学校
	建物
	吹田市桃山台４丁目2-1
	424,364,358
	利用実績の低下（在学児童数47％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	90,270,748
	
	
	

	豊津西中学校
	建物
	吹田市豊津町6-1
	300,382,496
	利用実績の低下（在学児童数40％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	68,789,815
	
	
	

	西山田中学校
	建物
	吹田市山田西２丁目11-1
	395,118,887
	利用実績の低下（在学児童数28％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	92,880,253
	
	
	

	青山台中学校
	建物
	吹田市青山台４丁目2-1
	238,742,481
	利用実績の低下（在学児童数37％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	98,806,276
	
	
	

	古江台中学校
	建物
	吹田市古江台１丁目1-1
	269,338,463
	利用実績の低下（在学児童数41％）
	一体として学校としての用を成しているため
	使用を継続

	
	工作物
	
	76,658,947
	
	
	

	岸二地区公民館
	建物
	吹田市岸部北４丁目15-20
	6,805,350
	利用実績の低下（年間利用者数37%）
	-
	使用を継続

	佐井寺地区公民館
	建物
	吹田市佐井寺南が丘1-1
	21,356,400
	利用実績の低下（年間利用者数45%）
	-
	使用を継続

	千一地区公民館
	建物
	吹田市原町2丁目12-2
	98,595,104
	利用実績の低下（年間利用者数45%）
	-
	使用を継続

	旧西尾家住宅　吹田文化創造交流館
	建物
	吹田市内本町２丁目15-11
	149,440,000
	利用実績の低下（年間利用者数2%）

大規模修繕工事による使用制限
	-
	使用を継続


イ　固定資産が新たに判明したことにより、純資産変動計算書の「無償所管換等」に206,647千円を計上しています。
ウ　大阪外環状鉄道株式会社及び地方独立行政法人市立吹田市民病院に対する出資金の実質価額が著しく低下していますが、回復が見込めることから実質価額による評価は行っていません。なお、貸借対照表価額と実質価額との差額はそれぞれ337,776千円、3,438,449千円です。
